
１３－０２  

   知立市信用保証料事業補助金交付要綱  

 

 （目的）  

第１条  この要綱は、愛知県信用保証協会（以下「協会」という。）の信用保証によ

り融資を受けた市内の中小企業者（中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）

第２条第１項に規定する中小企業者をいう。）の事業資金の融通を促進し、事業の

発展に資するため、予算の範囲内において交付する知立市信用保証料事業補助金

（以下「補助金」という。）に関し、知立市補助金等交付規則（昭和４６年知立市

規則第２５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定める

ことを目的とする。  

 （補助対象者）  

第２条  補助対象者は、市内に事業所を有し、愛知県小規模企業等振興資金融資制

度、愛知県経済環境適応資金融資制度又は経営安定関連保証融資制度を利用して、

金融機関から借入れを行った者とする。  

２  前項に規定する補助対象者であっても、知立市暴力団排除条例（平成２４年知

立市条例第９号）に規定する暴力団、暴力団員若しくは暴力団と密接な関係を有

する者、市税を滞納している者又は同一の融資に対し本市以外の市町村（特別区

を含む。）においてこの要綱と同様の趣旨の補助金若しくは助成金を受けた者は、

補助対象としない。  

 （補助金の額）  

第３条  補助金の額は、支払い信用保証料に、借入額から繰上償還される額を減じ

て得た額を借入額で除して得た率を乗じた額に次に掲げる補助率を乗じたものと

し、２０万円を限度とする。この場合において、１００円未満の端数が生じた場

合はこれを切り捨てるものとする。  

(1) 借入額から繰上償還された額を減じた額が５００万円以下の場合  ６０％  

(2) 借入額から繰上償還された額を減じた額が５００万円を超える場合  ４０％  

 （交付の申請等）  

第４条  補助金の交付を受けようとする者は、信用保証料補助金交付申請書兼保証

料支払証明書（様式第１）に、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければな

らない。  

  



(1) 請求書（様式第２）  

(2) 信用保証書の写し  

(3) 市税に係る完納証明書  

 (4) 借換えをしている場合はその証明書類（約定利息を含まない繰上償還され  

る額がわかるもの）  

  (5) その他市長が必要と認める書類  

２  前項の規定による申請は、信用保証料の支払の日から起算して３０日以内にし

なければならない。ただし、やむを得ない事情があると市長が認めた場合は、こ

の限りでない。  

 （交付の決定及び通知）  

第５条  市長は、前条の規定による申請があったときは、速やかにその内容を審査

し、必要に応じて、市税の滞納の有無、事業所の所在地等の調査を行う。  

２  市長は、前項の審査の結果、補助金の交付を決定したときは規則第６条に規定

する決定通知書により、補助金の交付申請を却下するときは信用保証料事業補助

金交付申請却下通知書（様式第３）により、速やかに申請者に通知するものとす

る。  

 （実績報告の特例）  

第６条  規則第１０条に規定する実績報告書は、第４条第１項に規定する書類によ

り保証料の支払いを証明できる場合にあっては、提出を要しないものとする。  

 （補助金等の交付）  

第７条  補助金は、補助対象者の請求により交付するものとする。  

２  前項における交付は、１会計年度あたり２回を上限とする。  

 （補助金の返還）  

第８条  前条の規定により補助金の交付を受けた者が、借入金を繰上償還等したこ

とにより協会から信用保証料の返戻が生じた場合は、信用保証料返戻届（様式第

４）に協会が発行する信用保証料の返戻に係る案内の文書の写しを添えて、速や

かに市長に届け出なければならない。  

２  市長は、前項の規定による届出があったときは、既に交付した補助金の一部又

は全部の返還を求めることができる。  

３  前項の規定により補助金の返還の請求を受けた者は、市長が定める日までに請

求額を納付しなければならない。  

（委任）  



第９条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。  

   附  則  

 この要綱は、昭和４６年４月１日から施行する。  

   附  則  

 この要綱は、平成２２年２月２２日から施行する。  

   附  則  

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、平成２５年９月２０日から施行する。  

  附  則  

この要綱は、平成２７年４月１日から施行し、同日以後に実行した第２条第１項

各号に規定する借入れから適用する。  

附  則  

この要綱は、令和元年１２月１日から施行する。  

  附  則  

この要綱は、令和２年３月２６日から施行する。ただし、令和２年２月１８日以

後に実行した第２条第１項各号に規定する借入から適用する。  

附  則  

この要綱は、令和２年１０月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、令和５年４月１日から施行し、同日以後に実行した第２条第１項に

規定する借入れから適用する。  

  附  則  

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  

 

 

 

 


